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（１）中間貸借対照表
（単位：千円）

期 別 前事業年度末の前中間会計期間末 当中間会計期間末 要約貸借対照表
(平成11年９月30日現在) (平成12年９月30日現在) (平成12年３月31日現在)

科 目 金 額 金 額 金 額構 成 比 構 成 比 構 成 比

（ 資 産 の 部 ） ％ ％ ％

Ⅰ 流 動 資 産

１．現 金 及 び 預 金※２ 3,591,487 3,199,654 3,844,968

２．受 取 手 形 4,213 2,487 500

３．営 業 未 収 入 金 705,235 731,426 767,633

４．有 価 証 券 121,174 117,488 120,460

５．貯 蔵 品 25,240 44,041 21,246

６．繰 延 税 金 資 産 － 21,086 36,500

７．そ の 他※３ 128,246 157,729 150,484

８．貸 倒 引 当 金 △ 6,799 △ 9,434 △ 7,825

流 動 資 産 合 計 4,568,798 62.7 4,264,479 55.9 4,933,967 63.9

Ⅱ 固 定 資 産

(1）有 形 固 定 資 産

１．建 物※ 204,315 99,274 102,7131,2,3

２．器 具 備 品※１ 97,276 112,666 111,532

３．土 地※2,3 1,222,314 1,200,770 1,200,770

有 形 固 定 資 産 合 計 1,523,906 20.9 1,412,710 18.5 1,415,016 18.3

(2）無 形 固 定 資 産

１．ソ フ ト ウ ェ ア 152,714 410,906 310,802

２．そ の 他 12,776 13,722 12,808

無 形 固 定 資 産 合 計 165,491 2.3 424,628 5.6 323,610 4.2

( 3）投資その他の資産

１．投 資 有 価 証 券 － 51,500 －

２．関 係 会 社 株 式※３ 309,739 784,239 334,739

３．関 係 会 社 出 資 金※３ 37,380 － 2,335

４．繰 延 税 金 資 産 － 42,660 41,732

５．差 入 保 証 金 527,150 512,152 532,219

６．保 険 積 立 金 87,391 87,903 94,438

７．そ の 他※３ 67,580 87,198 78,130

８．貸 倒 引 当 金 △ 1,865 △ 41,258 △ 29,522

投資その他の資産合計 1,027,375 14.1 1,524,395 20.0 1,054,071 13.6

固 定 資 産 合 計 2,716,774 37.3 3,361,734 44.1 2,792,698 36.1

資 産 合 計 7,285,572 100.0 7,626,214 100.0 7,726,666 100.0
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（単位：千円）

期 別 前事業年度末の前中間会計期間末 当中間会計期間末 要約貸借対照表
(平成11年９月30日現在) (平成12年９月30日現在) (平成12年３月31日現在)

科 目 金 額 金 額 金 額構 成 比 構 成 比 構 成 比

（ 負 債 の 部 ） ％ ％ ％

Ⅰ 流 動 負 債

１．営 業 未 払 金 287,231 316,107 454,516

２．短 期 借 入 金※２ 140,000 300,000 －

３．未 払 金 81,822 96,705 174,920

４．未 払 法 人 税 等 174,509 115,047 255,886

５．未 払 消 費 税 等※４ 26,399 30,558 38,363

６．前 受 金 984,668 920,552 953,908

７．預 り 金 120,078 128,049 124,516

８．賞 与 引 当 金 41,800 37,984 43,374

９．そ の 他 1,780 80 1,869

流 動 負 債 合 計 1,858,291 25.5 1,945,085 25.5 2,047,353 26.5

Ⅱ 固 定 負 債

１．退 職 給 与 引 当 金 22,112 － 22,149

２．退 職 給 付 引 当 金 － 27,269 －

３．預 り 敷 金 2,599,341 2,539,729 2,614,497

固 定 負 債 合 計 2,621,453 36.0 2,566,998 33.7 2,636,647 34.1

負 債 合 計 4,479,745 61.5 4,512,084 59.2 4,684,001 60.6

（ 資 本 の 部 ）

Ⅰ 資 本 金 985,100 13.5 985,100 12.9 985,100 12.7

Ⅱ 資 本 準 備 金 1,147,462 15.7 1,147,462 15.1 1,147,462 14.9

Ⅲ 利 益 準 備 金 19,475 0.3 26,825 0.3 19,475 0.3

Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金

１．中間(当期)未処分利益 653,789 956,530 890,628

そ の 他 の 剰 余 金 合 計 653,789 9.0 956,530 12.5 890,628 11.5

Ⅴ － － △ 1,787 △0.0 － －そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

資 本 合 計 2,805,826 38.5 3,114,129 40.8 3,042,665 39.4

負 債 ・ 資 本 合 計 7,285,572 100.0 7,626,214 100.0 7,726,666 100.0
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（２）中間損益計算書
（単位：千円）

期 別 前事業年度の前中間会計期間 当中間会計期間 要約損益計算書
自 平成11年４月１日 自 平成12年４月１日 自 平成11年４月１日
至 平成11年９月30日 至 平成12年９月30日 至 平成12年３月31日

科 目 金 額 金 額 金 額百 分 比 百 分 比 百 分 比

％ ％ ％

Ⅰ 営 業 収 益
１．リロケーション事業収入 5,755,688 5,797,901 11,595,302
２．福利厚生代行サービス事業収入 852,501 1,307,228 1,852,703
３．そ の 他 の 事 業 収 入 186,107 227,936 618,438
営 業 収 益 合 計 6,794,297 100.0 7,333,066 100.0 14,066,445 100.0
Ⅱ 営 業 費 用
１．リロケーション事業費用 5,227,823 5,240,833 10,448,600
２．福利厚生代行サービス事業費用 343,011 651,632 722,014
３．そ の 他 の 事 業 費 用 139,191 204,821 505,201
営 業 費 用 合 計 5,710,025 84.0 6,097,287 83.1 11,675,816 83.0
営 業 総 利 益 1,084,272 16.0 1,235,779 16.9 2,390,628 17.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 713,838 10.5 949,332 13.0 1,592,119 11.3
営 業 利 益 370,433 5.5 286,447 3.9 798,508 5.7

Ⅳ 営 業 外 収 益
１．受 取 利 息 1,531 2,174 3,818
２．関 係 会 社 受 取 利 息 264 154 464
３．受 取 配 当 金 20 81 20
４．その他受取手数料収入 4,839 5,912 8,742
５．雑 収 入 7,022 13,598 17,381
営 業 外 収 益 合 計 13,678 0.2 21,920 0.3 30,427 0.2
Ⅴ 営 業 外 費 用
１．支 払 利 息 874 160 945
２．新 株 発 行 費 9,164 － 9,710
３．自 己 株 式 売 却 損 － 7,419 －
４．為 替 差 損 963 214 －
５．控除対象外消費税等 10,509 11,063 23,148
６．雑 損 失 11,643 6,723 19,646
営 業 外 費 用 合 計 33,155 0.5 25,580 0.4 53,450 0.4
経 常 利 益 350,955 5.2 282,787 3.8 775,485 5.5

Ⅵ 特 別 利 益
１．前 期 損 益 修 正 益※１ 1,471 － 1,622
２．貸 倒 引 当 金 戻 入 8,221 － －
３．そ の 他 － － 2,302
特 別 利 益 合 計 9,692 0.2 － － 3,925 0.0
Ⅶ 特 別 損 失
１．前 期 損 益 修 正 損※２ 3,857 － 4,539
２． － 7,430 －退 職 給 付 会 計 基 準 変 更 時 差 異 処 理 額
３．子 会 社 整 理 損 － 119 －
４．そ の 他 － － 37,874
特 別 損 失 合 計 3,857 0.1 7,549 0.1 42,414 0.3
税引前中間(当期)純利益 356,790 5.3 275,238 3.7 736,995 5.2
法人税,住民税及び事業税 168,286 2.5 112,713 1.5 389,884 2.8
法 人 税 等 調 整 額 － － 15,782 0.2 △ 50,074 △0.4
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 188,504 2.8 146,742 2.0 397,185 2.8

前 期 繰 越 利 益 465,284 809,787 465,284
過 年 度 税 効 果 調 整 額 － － 28,158
中間（当期）未処分利益 653,789 956,530 890,628
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．資産の評価基準及び評価方法
(1)たな卸資産
貯 蔵 品 ・・・・・・・・・ 最終仕入原価法
(2)有価証券
①子会社株式及び関連会社株式 移動平均法に基づく原価法
②その他有価証券
（時価のあるもの） 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資

本直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）
（時価のないもの） 移動平均法に基づく原価法

２．固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産
定率法によっております。

(2)無形固定資産
定額法によっております なお 自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間 ５年 に。 、 （ ）
基づく定額法によっております。
(3)長期前払費用
定額法によっております。

３．引当金の計上基準
(1)貸倒引当金
一般債権については貸倒実績率により 貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、 、
回収不能見込額を計上しております。
(2)賞与引当金
個人別の賞与を見積り当中間会計期間が負担すべき金額を算出する支給見込額基準によっております。

(3)退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため 当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき 当中間会計期間末、 、
において発生していると認められる額を計上しております。
なお、会計基準変更時差異（74,303千円）につきましては、５年による按分額を費用処理しております。

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は 中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し 換算差額は損益として処理しており、 、
ます。

５．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については 通常の、
賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理方法は 税抜方式によっております なお 控除対象外消費税等は当中間会計期間の費用、 。 、
としております。

７．追加情報
(1)退職給付会計
当中間会計期間から退職給付に係る会計基準 (｢退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書 企業会計」（
審議会平成10年６月16日))を適用しております。
この変更に伴い 従来の方法によった場合に比べ 退職給付費用は 6,910千円多く 経常利益は520千円多、 、 、 、
く、税引前中間純利益は 6,910千円少なく計上されております。
また、退職給与引当金は、退職給付引当金に含めて表示しております。

(2)金融商品会計
当中間会計期間より金融商品に係る会計基準 金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書 企業会計（「 」（
審議会 平成11年１月22日))を適用しております。
この変更による財務諸表への影響は軽微であります。
また 期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し その他有価証券に含まれている債券のうち１年以、 、
内に満期の到来するものを流動資産の有価証券として それら以外は 投資その他の資産の投資有価証券とし、 、
て表示しております。これによる財務諸表への影響はありません。
(3)外貨建取引等会計基準
当中間会計期間より改訂後の外貨建取引等会計処理基準（｢外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見
書｣(企業会計審議会 平成11年10月22日))を適用しております この変更による損益への影響は軽微でありま。
す。
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注 記 事 項
（中間貸借対照表関係）

期 別 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末
項 目 （平成11年９月30日現在） （平成12年９月30日現在） （平成12年３月31日現在）

※１．有形固定資産の
減価償却累計額 125,401千円 164,944千円 142,501千円

※２．担保に供されて
いる資産及び当該
担保が付されてい
る債務
(1)担保提供資産
現金及び預金 200,000千円 200,000千円 200,000千円
建 物 66,563千円
土 地 1,200,514千円 560,452千円 560,452千円
計 1,467,077千円 760,452千円 760,452千円

(2)当該担保が付され
ている債務
短 期 借 入 金 50,000千円 100,000千円
関係会社借入金に対する保証 102,672千円 103,680千円 101,904千円
物 上 保 証 455,809千円 437,732千円 446,813千円
計 608,481千円 641,412千円 548,717千円

物上保証の内訳 取引先である桜井和子氏 取引先である桜井和子氏 取引先である桜井和子氏
の金融機関からの借入金 の金融機関からの借入金 の金融機関からの借入金
455,809千円に対して当社が 437,732千円に対して当社が 446,813千円に対して当社が
土地を物上保証に供しており 土地を物上保証に供しており 土地を物上保証に供しており
ます。 ます。 ます。

※３．主な外貨建資産
及び負債 外貨金額 中間貸借対照表計上額 外貨金額 貸借対照表計上額

関係会社短期貸付金 50千米ドル 5,347千円 30千米ドル 3,184千円

関係会社長期貸付金 50千米ドル 5,317千円 35千米ドル 3,722千円

関 係 会 社 株 式 1,958千米ドル 261,894千円 1,958千米ドル 261,894千円

40千ｵﾗﾝﾀﾞｷﾞﾙﾀﾞｰ 2,844千円 40千ｵﾗﾝﾀﾞｷﾞﾙﾀﾞｰ 2,844千円

関 係 会 社 出 資 金 300千米ドル 37,380千円 22千米ドル 2,335千円

建 物 833千米ドル 95,307千円

土 地 199千米ドル 21,544千円

なお、外貨建長期金銭債権 なお、外貨建長期金銭債権
の決算時の為替相場による円 の決算時の為替相場による円
換算額と中間貸借対照表計上 換算額と貸借対照表計上額の
額の差額は次のとおりであり 差額は次のとおりでありま
ます。 す。

中間貸借 決算時の 貸 借 決算時の

科 目 差 額 科 目 差 額対 照 表 為 替 相 場 対 照 表 為 替 相 場

計 上 額 に よ る 円 計 上 額 に よ る 円

換 算 額 換 算 額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

関 係 会 社 50千米㌦ 益 関 係 会 社 35千米㌦ 損（ ） （ ）

長期貸付金 長期貸付金5,317 5,347 30 3,722 3,715 7

※４．消費税等の取扱 仮払消費税等及び仮受消費 同左
い 税等は相殺の上、未払消費税

等として表示しております。
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期 別 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末
項 目 （平成11年９月30日現在） （平成12年９月30日現在） （平成12年３月31日現在）

５．偶発債務
(1)関係会社の金融機
関からの借入金に対
する保証
RELOCATIONINTERNATIONAL （ ） （ ） （ ）960千米ドル 960千米ドル 960千米ドル
(U.S.A),INC. 102,672千円 103,680千円 101,904千円
(2)取引先等の金融機
関からの借入金に対
する保証
桜 井 和 子 455,809千円 437,732千円 446,813千円

（中間損益計算書関係）

期 別 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度
自 平成11年４月１日 自 平成12年４月１日 自 平成11年４月１日

項 目 至 平成11年９月30日 至 平成12年９月30日 至 平成12年３月31日

※１．前期損益修正益 過年度預り金修正額 1,471千円 過年度預り金修正額 1,622千円
の内訳は次のとお
りであります。

※２．前期損益修正損 過年度経費修正額 1,709千円 過年度経費修正額1,709千円
の内訳は次のとお そ の 他 2,148千円 そ の 他 2,830千円
りであります。 計 3,857千円 計 4,539千円

３．減価償却実施額
有形固定資産 21,106千円 22,526千円 47,588千円
無形固定資産 6,323千円 23,008千円 21,018千円
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（リース取引関係）

期 別 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度
自 平成11年４月１日 自 平成12年４月１日 自 平成11年４月１日

項 目 至 平成11年９月30日 至 平成12年９月30日 至 平成12年３月31日

１. リース物件の所有 (1) リース物件の取得価額 (1) リース物件の取得価額 (1) リース物件の取得価額
権が借主に移転する 相当額、減価償却累計額 相当額、減価償却累計額 相当額、減価償却累計額
と認められるもの以 相当額及び中間期末残高 相当額及び中間期末残高 相当額及び期末残高相当
外のファイナンス・ 相当額 相当額 額
リース取引

取得価額 減価償却 中 間 期 取得価額 減価償却 中 間 期 取得価額 減価償却 期 末

累 計 額 末 残 高 累 計 額 末 残 高 累 計 額 残 高

相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

器 具 備 品 189,769 88,018 101,751 器 具 備 品 214,157 100,170 113,987 器 具 備 品 189,769 106,762 83,007

無形固定資産 ソフトウェア ソフトウェア27,414 13,707 13,707 27,414 19,189 8,224 27,414 16,448 10,965

(投資その他の資産) (投資その他の資産） (投資その他の資産)

その他資産 11,826 9,224 2,601 その他資産 7,686 7,380 305 その他資産 11,826 10,407 1,419

合 計 229,009 110,949 118,060 合 計 249,257 126,740 122,516 合 計 229,009 133,617 95,392

(注) 取得価額相当額は、未 (注) 同左 (注) 取得価額相当額は、未
経過リース料中間期末残 経過リース料期末残高
高が、有形固定資産の中 が、有形固定資産の期末
間期末残高等に占める割 残高等に占める割合が低
合が低いため、支払利子 いため、支払利子込み法
込み法により算出してお により算出しておりま
ります。 す。
(2) 未経過リース料中間期 (2) 未経過リース料中間期 (2) 未経過リース料期末残
末残高相当額 末残高相当額 高相当額
１年内 44,124千円 １年内 42,427千円 １年内 37,879千円
１年超 73,935千円 １年超 80,089千円 １年超 57,513千円
合計 118,060千円 合計 122,516千円 合計 95,392千円

(注) 未経過リース料中間期 (注) 同左 (注) 未経過リース料期末残
末残高相当額は、未経過 高相当額は、未経過リー
リース料中間期末残高が、 ス料期末残高が、有形固
有形固定資産の中間期末残 定資産の期末残高等に占
高等に占める割合が低いた める割合が低いため、支
め、支払利子込み法により 払利子込み法により算出
算出しております。 しております。
(3) 支払リース料、減価償 (3) 支払リース料、減価償 (3) 支払リース料、減価償
却費相当額 却費相当額 却費相当額

千円 千円 千円
支払リース料 22,440 支払リース料 23,333 支払リース料 45,108
減 価 償 却 費 相 当 額 減 価 償 却 費 相 当 額 減 価 償 却 費 相 当 額22,440 23,333 45,108
(4) 減価償却費相当額の算 (4) 減価償却費相当額の算 (4) 減価償却費相当額の算
定方法 定方法 定方法
リース期間を耐用年数 同左 同左
とし、残存価額を零とす
る定額法によっておりま
す。

２. オペレーティング 未経過リース料
・リース取引 １年内 1,776千円

１年超 2,664千円
合 計 4,440千円
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（有価証券関係）
※当中間連結会計期間に係る「有価証券」及び前連結会計年度に係る「有価証券の時価等」については、中間連
結財務諸表における注記事項として記載しております。

前中間会計期間（平成11年９月30日現在）
有価証券の時価等

（単位：千円）

種 類 貸借対照表計上額 時 価 評 価 損 益

流動資産に属するもの
株 式 － － －
債 券 － － －
そ の 他 20,400 17,146 △ 3,254

小 計 20,400 17,146 △ 3,254

固定資産に属するもの
株 式 － － －
債 券 － － －
そ の 他 － － －

小 計 － － －

合 計 20,400 17,146 △ 3,254

（注）１．時価の算定方法
①上 場 有 価 証 券 東京証券取引所の最終価格によっております。
②店 頭 売 買 有 価 証 券 日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。
③非上場の証券投資信託の受益証券 基準価格によっております。

２．開示の対象から除いた有価証券の中間貸借対照表計上額
（流動資産）
マネー・マネージメント・ファンド 100,774千円

（固定資産）
店頭売買株式を除く非上場株式 309,739千円

（デリバティブ取引関係）
※当中間連結会計期間及び前連結会計年度に係る「デリバティブ取引」については、中間連結財務諸表における
注記事項として記載しております。
前中間会計期間（自 平成11年４月１日 至 平成11年９月30日）
当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

（１株当たり情報）
中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。
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（重要な後発事象）

一般募集による新株式発行について

当社は、平成12年９月11日及び平成12年９月19日開催の取締役会決議に基づき、平成12年10月12日付で一般募集
による新株式の発行を致しました。

①発行新株式数 額面普通株式 500,000株
（新株式発行後の発行済株式数） （7,500,000株）
②発行価額 １株につき5,862円
③発行価額の総額 2,931,000千円
④資本組入額 １株につき2,931円
⑤資本組入額の総額 1,465,500千円
（増資後の資本金） （2,450,600千円）
⑥申込期間 平成12年９月20日～平成12年９月21日
⑦払込期日 平成12年10月11日
⑧配当起算日 平成12年10月１日
⑨募集方法 ブックビルディング方式による一般募集
⑩資金の使途 手取金概算額2,909,000千円につきましては 投融資資金1,730,000千円の一部及び設備投資資、

金2,128,000千円に充当する予定であります。


